
年管管発 0323 第５号 

令和３年３月 23 日 

 

 

日本年金機構年金給付事業部門担当理事 殿 

 

 

厚生労働省年金局事業管理課長 

（公 印 省 略）    

 

 

初診時の医療機関の証明を得ることが難しい場合における障害年金の初診日証明

書類の周知・広報の推進について 

 

 

障害年金の請求に当たっては、支給要件の確認を行うため、原則として、初診時の医療

機関が作成した受診状況等証明書又は診断書の提出を要することとしている。一方、過去

にさかのぼって障害年金を請求する場合など、初診時の医療機関の証明を得ることが難し

い場合もあるため、こうした場合においては、障害年金請求者の状況に応じて、別途の初

診日証明書類の提出をもって、初診日の確認を行うことができるものとしている。 

障害年金請求者が、こうした別途の初診日証明書類の具体的な取扱いを知らないために、

初診日証明を円滑に行えない場合があることから、今般、周知・広報の推進のため、別添

のとおり、具体的取扱いを周知・広報するためのパンフレットを作成した。 

ついては、下記のとおり、初診時の医療機関の証明を得ることが難しい場合における障

害年金の初診日証明書類の周知・広報を実施するようお願いする。 

なお、市町村に対しては、地方厚生（支）局を通じて周知することとしていることを申

し添える。 

 

記 

   

１ 年金事務所等の窓口に別添のパンフレットを設置し、初診時の医療機関の証明を得る

ことが難しい障害年金請求者に対して、既存の説明資料に加えて、今回作成したパンフ

レットを活用するなどして、当該請求者の状況に応じた障害年金の初診日証明書類を丁

寧に説明すること。  

 

２ 日本年金機構のホームページに別添のパンフレットを掲載すること。 

  



 

 



 

 

以下の①及び②の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日頃に受診した医療機関の医療従事者による第三者証明書（１通） 【様式
３：10ページ】

✔ 初診日頃に請求者が受診した医療機関の担当医師・看護師等の医療従事者が、直接的に
見ていた請求者の初診日頃の受診状況を申し立てることが必要です。

✔ １名の医療従事者による証明が必要です。

✔ 医療従事者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご
覧いただき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族は、第三者証明を行えません。

以下の①～③の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日に関する第三者証明書（２通） 【様式３：10ページ】
✔ ２名の第三者の方による証明が必要です。

✔ 第三者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご覧いた
だき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族の方は、第三者証明を行えません。

✔ 第三者証明は、以下の㋐～㋒のいずれかに該当する内容であることが必要です。
㋐第三者証明を行う方が、請求者の初診日頃の受診状況を直接的に見て認識していた場

合に、その受診状況を申し立てるもの
㋑第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求者の初診日頃に、請求者

の初診日頃の受診状況を聞いていた場合に、その聞いていた受診状況を申し立てるも
の

㋒第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求時から概ね５年以上前に、
請求者の初診日頃の受診状況を聞いていた場合に、その聞いていた受診状況を申し立
てるもの

③ 請求者が申し立てた初診日に関する参考資料
以下のような、申し立てた初診日について客観性が認められる資料をご用意ください。
✔ 診察券 ✔ 入院記録 ✔ 医療機関や薬局の領収書
✔ 生命保険・損害保険・労災保険の給付申請時の診断書
✔ 障害者手帳の申請時の診断書 ✔ 交通事故証明書
✔ インフォームド・コンセントによる医療情報サマリー
✔ 事業所等の健康診断の記録 ✔ 健康保険の給付記録（レセプトを含む） など
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１．20歳以降に初診日がある場合

⑴ 第三者証明（２通）と参考資料を用意する方法

⑵ 初診日頃に受診した医療機関の医療従事者による第三者証明（１通）を用
意する方法



  

以下の①及び②を満たしている場合に、２番目以降に受診した医療機関が作成し
た受診状況等証明書（様式１：６・７ページ）または診断書をご用意いただいた場
合は、請求者が申し立てた初診日が認められます。

①２番目以降に受診した医療機関の受診日から、障害認定日が20歳到達日以前であ
ることが確認できる場合 ※以下の㋐または㋑が該当します。

㋐２番目以降に受診した医療機関の受診日が、18歳６カ月前である場合
※ 障害認定日は原則として初診日から１年６カ月をすぎた日となるため、２番目以降の医療機関

の受診日が18歳６カ月前にあることが必要です。

㋑２番目以降に受診した医療機関の受診日が18歳６カ月～20歳到達日以前にあ
り、20歳到達日以前に、その障害の原因となった病気やけがが治った場合（症
状が固定した場合）

※ 症状が固定した日が障害認定日となるため、２番目以降に受診した医療機関の受診日が18歳６カ月
より後であってもかまいません。

② その受診日前に厚生年金の加入期間がない場合

【具体例】

初診が10歳時のＡ病院の場合でも、17歳で受診したＢ病院の証明がある場合、障害
認定日は20歳到達日以前であることが確認できるため、Ａ病院の証明は不要です。
（Ｂ病院の受診前に厚生年金加入期間がない場合）

10歳 17歳

Ａ病院（初診） Ｂ病院（受診）

20歳到達

１年６カ月 請求

B病院の証明

２．20歳前に初診日がある場合

⑴ ２番目以降に受診した医療機関が作成した受診状況等証明書または診断書
を用意する方法

※ 以下の①及び②を満たしている場合に、受診状況等証明書が添付できない申立書（様式
２：８・９ページ）及び18歳６カ月前の日が交付日として記載されている障害者手帳をご

用意いただいた場合も、請求者が申し立てた初診日が認められます。

①障害年金を請求している傷病に関して18歳６カ月前に障害者手帳の交付を受けている

場合

②その障害者手帳の交付日前に厚生年金の加入期間がない場合
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（注）20歳前に初診日があって、その初診日が厚生年金加入期間であった場合は、障害厚生年金の支給
対象となるため、「１．20歳以降に初診日がある場合」に基づく対応が必要になります。



  

２．20歳前に初診日がある場合（続）

⑵ 第三者証明（２通）を用意する方法
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以下の①及び②の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日に関する第三者証明書（２通） 【様式３：10ページ】
✔ ２名の第三者の方による証明が必要です。

✔ 第三者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご覧い
ただき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族の方は、第三者証明を行えません。

✔ 第三者証明は、以下の㋐～㋒のいずれかに該当する内容であることが必要です。
㋐第三者証明を行う方が、請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を直接的

に見て認識していた場合に、その受診状況を申し立てるもの
㋑第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求者の初診日頃または20

歳前の時期に、請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を聞いていた場合
に、その聞いていた受診状況を申し立てるもの

㋒第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求時から概ね５年以上前に、
請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を聞いていた場合に、その聞いて
いた受診状況を申し立てるもの

⑶ 初診日頃または20歳前の時期に受診した医療機関の医療従事者による第
三者証明（１通）を用意する方法

（注）20歳前に初診日があって、その初診日が厚生年金加入期間であった場合は、障害厚生年金の支給
対象となるため、「１．20歳以降に初診日がある場合」に基づく対応が必要になります。

以下の①及び②の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日頃または20歳前の時期に受診した医療機関の医療従事者による第三者証明
書（１通） 【様式３：10ページ】

✔ 初診日頃または20歳前の時期に請求者が受診した医療機関の担当医師・看護師等の医
療従事者が、直接的に見ていた請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を申し
立てることが必要です。

✔ １名の医療従事者による証明が必要です。

✔ 医療従事者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご
覧いただき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族は、第三者証明を行えません。



  



  



  



  



  



  



  



 



年管管発 0323 第６号 

令和３年３月 23 日 

 

 

地方厚生(支)局  

 年金調整課長 殿 

 年金管理課長 殿 

 

 

厚生労働省年金局事業管理課長 

（公 印 省 略）    

 

 

初診時の医療機関の証明を得ることが難しい場合における障害年金の初診日証明

書類の周知・広報の推進について 

 

 

 標記について、別紙のとおり日本年金機構年金給付事業部門担当理事あて通知したので、

御了知いただくとともに、貴管内市町村への周知方よろしく取り計らわれたい。 

あわせて、下記の事項へのご協力について、貴管内市町村への周知方よろしく取り計ら

われたい。 

 

記 

 

初診時の医療機関の証明を得ることが難しい障害年金請求者に対して、既存の説明資料

に加えて、今回作成したパンフレットを活用するなどして、当該請求者の状況に応じた障

害年金の初診日証明書類を丁寧に説明いただくこと。 

  



年管管発 0323 第５号 

令和３年３月 23 日 

 

 

日本年金機構年金給付事業部門担当理事 殿 

 

 

厚生労働省年金局事業管理課長 

（公 印 省 略）    

 

 

初診時の医療機関の証明を得ることが難しい場合における障害年金の初診日証明

書類の周知・広報の推進について 

 

 

障害年金の請求に当たっては、支給要件の確認を行うため、原則として、初診時の医療

機関が作成した受診状況等証明書又は診断書の提出を要することとしている。一方、過去

にさかのぼって障害年金を請求する場合など、初診時の医療機関の証明を得ることが難し

い場合もあるため、こうした場合においては、障害年金請求者の状況に応じて、別途の初

診日証明書類の提出をもって、初診日の確認を行うことができるものとしている。 

障害年金請求者が、こうした別途の初診日証明書類の具体的な取扱いを知らないために、

初診日証明を円滑に行えない場合があることから、今般、周知・広報の推進のため、別添

のとおり、具体的取扱いを周知・広報するためのパンフレットを作成した。 

ついては、下記のとおり、初診時の医療機関の証明を得ることが難しい場合における障

害年金の初診日証明書類の周知・広報を実施するようお願いする。 

なお、市町村に対しては、地方厚生（支）局を通じて周知することとしていることを申

し添える。 

 

記 

   

１ 年金事務所等の窓口に別添のパンフレットを設置し、初診時の医療機関の証明を得る

ことが難しい障害年金請求者に対して、既存の説明資料に加えて、今回作成したパンフ

レットを活用するなどして、当該請求者の状況に応じた障害年金の初診日証明書類を丁

寧に説明すること。  

 

２ 日本年金機構のホームページに別添のパンフレットを掲載すること。 

  

別紙 



 

 



 

 

以下の①及び②の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日頃に受診した医療機関の医療従事者による第三者証明書（１通） 【様式
３：10ページ】

✔ 初診日頃に請求者が受診した医療機関の担当医師・看護師等の医療従事者が、直接的に
見ていた請求者の初診日頃の受診状況を申し立てることが必要です。

✔ １名の医療従事者による証明が必要です。

✔ 医療従事者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご
覧いただき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族は、第三者証明を行えません。

以下の①～③の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日に関する第三者証明書（２通） 【様式３：10ページ】
✔ ２名の第三者の方による証明が必要です。

✔ 第三者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご覧いた
だき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族の方は、第三者証明を行えません。

✔ 第三者証明は、以下の㋐～㋒のいずれかに該当する内容であることが必要です。
㋐第三者証明を行う方が、請求者の初診日頃の受診状況を直接的に見て認識していた場

合に、その受診状況を申し立てるもの
㋑第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求者の初診日頃に、請求者

の初診日頃の受診状況を聞いていた場合に、その聞いていた受診状況を申し立てるも
の

㋒第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求時から概ね５年以上前に、
請求者の初診日頃の受診状況を聞いていた場合に、その聞いていた受診状況を申し立
てるもの

③ 請求者が申し立てた初診日に関する参考資料
以下のような、申し立てた初診日について客観性が認められる資料をご用意ください。
✔ 診察券 ✔ 入院記録 ✔ 医療機関や薬局の領収書
✔ 生命保険・損害保険・労災保険の給付申請時の診断書
✔ 障害者手帳の申請時の診断書 ✔ 交通事故証明書
✔ インフォームド・コンセントによる医療情報サマリー
✔ 事業所等の健康診断の記録 ✔ 健康保険の給付記録（レセプトを含む） など
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１．20歳以降に初診日がある場合

⑴ 第三者証明（２通）と参考資料を用意する方法

⑵ 初診日頃に受診した医療機関の医療従事者による第三者証明（１通）を用
意する方法



  

以下の①及び②を満たしている場合に、２番目以降に受診した医療機関が作成し
た受診状況等証明書（様式１：６・７ページ）または診断書をご用意いただいた場
合は、請求者が申し立てた初診日が認められます。

①２番目以降に受診した医療機関の受診日から、障害認定日が20歳到達日以前であ
ることが確認できる場合 ※以下の㋐または㋑が該当します。

㋐２番目以降に受診した医療機関の受診日が、18歳６カ月前である場合
※ 障害認定日は原則として初診日から１年６カ月をすぎた日となるため、２番目以降の医療機関

の受診日が18歳６カ月前にあることが必要です。

㋑２番目以降に受診した医療機関の受診日が18歳６カ月～20歳到達日以前にあ
り、20歳到達日以前に、その障害の原因となった病気やけがが治った場合（症
状が固定した場合）

※ 症状が固定した日が障害認定日となるため、２番目以降に受診した医療機関の受診日が18歳６カ月
より後であってもかまいません。

② その受診日前に厚生年金の加入期間がない場合

【具体例】

初診が10歳時のＡ病院の場合でも、17歳で受診したＢ病院の証明がある場合、障害
認定日は20歳到達日以前であることが確認できるため、Ａ病院の証明は不要です。
（Ｂ病院の受診前に厚生年金加入期間がない場合）

10歳 17歳

Ａ病院（初診） Ｂ病院（受診）

20歳到達

１年６カ月 請求

B病院の証明

２．20歳前に初診日がある場合

⑴ ２番目以降に受診した医療機関が作成した受診状況等証明書または診断書
を用意する方法

※ 以下の①及び②を満たしている場合に、受診状況等証明書が添付できない申立書（様式
２：８・９ページ）及び18歳６カ月前の日が交付日として記載されている障害者手帳をご

用意いただいた場合も、請求者が申し立てた初診日が認められます。

①障害年金を請求している傷病に関して18歳６カ月前に障害者手帳の交付を受けている

場合

②その障害者手帳の交付日前に厚生年金の加入期間がない場合
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（注）20歳前に初診日があって、その初診日が厚生年金加入期間であった場合は、障害厚生年金の支給
対象となるため、「１．20歳以降に初診日がある場合」に基づく対応が必要になります。



  

２．20歳前に初診日がある場合（続）

⑵ 第三者証明（２通）を用意する方法
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以下の①及び②の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日に関する第三者証明書（２通） 【様式３：10ページ】
✔ ２名の第三者の方による証明が必要です。

✔ 第三者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご覧い
ただき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族の方は、第三者証明を行えません。

✔ 第三者証明は、以下の㋐～㋒のいずれかに該当する内容であることが必要です。
㋐第三者証明を行う方が、請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を直接的

に見て認識していた場合に、その受診状況を申し立てるもの
㋑第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求者の初診日頃または20

歳前の時期に、請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を聞いていた場合
に、その聞いていた受診状況を申し立てるもの

㋒第三者証明を行う方が、請求者や請求者の家族等から、請求時から概ね５年以上前に、
請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を聞いていた場合に、その聞いて
いた受診状況を申し立てるもの

⑶ 初診日頃または20歳前の時期に受診した医療機関の医療従事者による第
三者証明（１通）を用意する方法

（注）20歳前に初診日があって、その初診日が厚生年金加入期間であった場合は、障害厚生年金の支給
対象となるため、「１．20歳以降に初診日がある場合」に基づく対応が必要になります。

以下の①及び②の資料をご用意ください。

① 受診状況等証明書が添付できない申立書 【様式２：８・９ページ】
様式２の裏面（９ページ）をご覧いただき、必要事項を記入してください。

② 初診日頃または20歳前の時期に受診した医療機関の医療従事者による第三者証明
書（１通） 【様式３：10ページ】

✔ 初診日頃または20歳前の時期に請求者が受診した医療機関の担当医師・看護師等の医
療従事者が、直接的に見ていた請求者の初診日頃または20歳前の時期の受診状況を申し
立てることが必要です。

✔ １名の医療従事者による証明が必要です。

✔ 医療従事者の方におかれては、第三者証明書記入要領（様式４：11・12ページ）をご
覧いただき、必要事項を記入してください。

✔ 請求者の三親等内の親族は、第三者証明を行えません。



  



  



  



  



  



  



  



 


